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市
債
残
高
は

　
７
年
連
続
で
減
少

（▲ 4.4 億円）
※おことわり…金額は１千万円未満を四捨五入しているため、合計金額が一致しない場合があります。
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Point

平成 27 年度

※（ ）内の金額は、平成 26 年度当初予算比

一般会計予算の概要

一般会計予算は約２６４億円
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並
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み
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ン
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ー
タ
シ
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ム
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改
修
等
に

基
金
を
充
当

市民一人あたりの予算
（平成 26 年度当初予算　５０５，９４４円）

５４,３５４円

○高齢者や児童の福祉などに １４７,３１１円

○道路・河川などの整備に
４９,７７３円○学校・図書館・公民館などに

６３,１５５円○ごみ処理や病気の予防に

６７,２２２円○借金返済に
６３,９２７円○行政運営費に

５１４,７１３ 円一般会計

１２,５０８円○商工・観光振興などに

３０,１６２円○農林水産業振興などに
○消防・救急活動などに １８,０６６円

○議会の運営に 　３,９１２円
○その他 ４,３２３円

平成 27 年３月末現在の人口
（５１, ３４９人）で計算

○民生費…福祉や医療のための経費
○公債費…借金返済に要する経費
○総務費…市政運営のための経費
○衛生費…健康や環境のための経費
○土木費…道路、河川、市営住宅などの経費
○教育費…学校や生涯学習のための経費
○農林水産業費…農林水産業振興のための経費
○消防費…安全・安心なくらしのための経費
○商工費…商工や観光振興のための経費
○議会費…議会の運営のための経費

○市税…市が徴収するお金
○地方交付税…全国どの市町村でも一定の行政サービスを提供

できるよう国が地方公共団体に交付するお金
○国庫支出金…国からの補助金等
○県支出金…県からの補助金等
○市債…市の借金
○自主財源…市税、利用料、負担金など市が徴収できる
　　　　　　お金（75.8 億円）
○依存財源…補助金や交付金など国や県などに依存する
　　　　　　お金（188.5 億円）
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億
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民生費

市税

地方交付税

公債費

総務費

土木費

教育費

国庫支出金

県支出金

衛生費

農林水産業費

消防費

その他商工費 議会費

75.6 億円
（+1.4 億円）

（▲ 1.1 億円）

（+2.1 億円）
（+5.6 億円）

（+1.1 億円）

（+1.0 億円）

（▲ 1.8 億円）

（▲ 3.0 億円）

（+3.8 億円）

（▲ 0.4 億円）

（+1.0 億円） （+1.3 億円）

（▲ 3.6 億円）

（▲ 0.8 億円）（+0.1 億円）

（▲ 0.2 億円）

55.7 億円

 105 億円

34.5 億円

32.8 億円

27.9 億円

25.6 億円

26.8 億円

19.4 億円

市債 24.7 億円

その他
（地方消費税交付金、地方譲与税など）

その他の
自主財源

（使用料、繰入金など）

12.7 億円

20.1 億円 32.4 億円

15.5 億円

9.3 億円

2.2 億円6.4 億円 2.0 億円

（+1.1 億円）

（対前年度当初予算比　＋ 1 億 7,000 万円）
一般会計 ２６４億  3,000 万円
福祉や教育、産業振興など、市の基本的な会計

（対前年度当初予算比　＋ 13 億 1,340 万円）
特別会計 １５９億  1,230 万円
国民健康保険、介護保険など一般会計と区別が必要な会計

（対前年度当初予算比　＋３億 9,182 万円）
事業会計 ７９ 億  3,757 万円
水道、病院など料金収入で運営している事業の会計

　平成 27年度当初予算が３月議会で可決され、決定しました。
　一般会計予算の総額は２６４億３，０００万円で、前年度当
初予算と比べて１億７，０００万円の増となりました。

　
地
方
交
付
税（
普
通
交
付
税
）は
、

前
年
度
当
初
予
算
と
比
べ
て
、
１
億

円
増
の
97
億
円
と
見
込
ん
で
い
ま

す
。
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さ
れ
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、
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用
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し
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す
。
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年
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は
、
特
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旧

町
村
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に
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し
た
交
付
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付
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階
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に
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額
さ
れ
る
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置
の
こ
と
。　

●市債残高の年度別推移

●実質交付税の推移
　　　（Ｈ 27 以降は推計値）

財政課　 （25）8111

特別会計・事業会計の内訳

特
別
会
計

区　分 当初予算 前年度比較
　国民健康保険特別会計（事業勘定） ７０億８, ２１０万円 ＋１０億２，２１０万円
　国民健康保険特別会計（直診勘定） 　　　８, １４０万円 ＋２３０万円
　後期高齢者医療事業特別会計 　５億６, １２０万円 ＋１，４４０万円
　農林業集落排水事業特別会計 　６億３，２００万円 ＋４，０５０万円
　下水道事業特別会計 ２５億１，４４０万円 ＋８，１４０万円
　熱供給事業特別会計 ８３０万円 ▲６０万円
　介護保険事業特別会計 ４９億５, ０００万円 ＋１億４，９７０万円
　訪問介護ステーション事業特別会計 ８，２９０万円 ＋３６０万円

事
業
会
計

区　分 当初予算 前年度比較
　水道事業会計 １７億４, ８９９万円 ＋３億１，２８６万円
　病院事業会計 ５６億４, ５３３万円 ＋９, ２２６万円
　介護老人保健施設事業会計 　５億４, ３２５万円 ▲１，３３０万円
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臨時財政対策債
実質的な市債
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　生活困窮者が生活保護に至る前に、困窮状態
から早期に脱却することを支援するため、地域
における自立相談支援体制を整えます。
（生活困窮者自立支援事業）

　各施設利用者のニーズに応えるため、施設の
リニューアル整備を行い、観光施設としての魅
力を高めます。
・グリーンパーク想い出の森大規模改修
・琵琶湖周航の歌資料館改修
・新旭風車村リニューアル基本計画策定
（観光施設魅力アップ事業）

　昨年に引き続きＪＲ安曇川駅周辺の活性化を
進めます。また、市内各駅周辺についても同様
の市街地活性化対策を検討します。
（安曇川駅周辺活性化推進事業）

　森林公園くつきの森の浄水設備および浄化槽
設備の改良を行います。
（森林施設維持管理事業）

（グリーンパーク想い出の森の温泉）

生活困窮者の自立に
向けた相談支援体制
を整える

地域密着型サービス
事業所の施設整備等
を補助

観光施設を
リニューアル！

ＪＲ各駅周辺の
活性化対策を検討

森林公園くつきの森の
浄水設備等を改良

1,673 万円

1,042 万円

4,660 万円

主な事業をご紹介します。

地域包括ケアシステム
の構築に向けた環境づくり

7,292 万円

518 万円

2 億 4,470 万円

　介護が必要な高齢者が住み慣れた地域ででき
る限り生活が続けられるよう、地域密着型サー
ビス事業所の整備に対して助成します。（２か
所）　また、円滑な施設の開設に向け、開設準
備経費も助成します。
（地域介護・福祉空間整備事業）

　介護・予防・医療・生活支援・住まいの５つ
のサービスを一体化して提供していく「地域包
括ケアシステム」の構築に向けた環境づくりに
努めます。
（地域支援事業（介護保険事業特別会計））

医療・福祉・介護

産業・観光振興

　ふるさと納税制度を「びわ湖高
島えんむすび事業」として事業展
開し、財源確保と特産品のＰＲに
努めます。
（びわ湖高島えんむすび事業）

　現在旧町村ごとに設置されている「まちづくり委員会」を新たに全市的な組織「高島市まちづ
くり推進会議」として再編し、市民参画・市民協働により一体感のあるまちづくりを推進します。
（まちづくり推進事業）

　小中学校の学習環境を整備するため、年次計
画的に進めている小学校空調設備整備事業・中
学校トイレ改造事業の実施設計を行います。
対象：マキノ東小、マキノ西小、マキノ南小、
マキノ中学校、朽木中学校
（小学校空調設備整備・中学校トイレ改造事業）

　人口減少の克服、地域における
若者の受け入れ基盤づくりのた
め、地域おこし協力隊を設置しま
す。
（地域おこし協力隊設置事業）

ふるさと納税制度を
リニューアル

まちづくり委員会を新たに全市的な組織に

小学校の空調設備を整備
・中学校のトイレを改造

地域おこし協力隊を
設置 799 万円

　従来の事後的な修繕および架け替えから、予
防的な修繕と保存的な補修へと政策転換を図
り、計画的な橋の長寿命化・耐震化を行います。
（橋梁長寿命化事業）

計画的な橋の
長寿命化、耐震化 8,000 万円

656 万円

5,209 万円

60 万円

防災・環境

教育・文化・スポーツ、子育て支援・女性

一体感のあるまちづくり

　近年の大きな地震により吊天
井が落下するという事案を受
け、国から耐震化の新しい基準
が示されました。
　このことにより、各小中学校
の体育館およびなのはな園の吊
天井の改修工事を行います。
（吊天井耐震改修事業）

小中学校の体育館などの
吊天井を耐震改修 3 億 6,733 万円

　子ども・子育て支援新制度の実施に伴い、保育時間の延
長や給食費の無償化など、公立および私立の保育園・幼稚
園運営事業の拡充を図ります。
（保育園・幼稚園運営事業）

保育時間の延長など、子育て支援を拡充 12 億 5,208 万円

　今年１月に「大溝の水辺
景観」が重要文化的景観に
選定され、「海津・西浜・
知内の水辺景観」「針江・

霜降の水辺景観」と合わせて３地域となりまし
た。これらの景観を守り育てるため、構成要素
の保存修理や活用方針等の検討を行います。
（文化的景観保護推進事業）

文化的景観を守り
育てる方策を検討 1,440 万円

５つの 高島未来政策


